
日

牛
分
の
決
算
を
終
え
て

４

一　
の
ち
は
、
そ
の
デ
ー
タ
を
Ｕ
Ｓ
Ｂ
等
に
保
存
し
、
各
勘
　
一　
　
減
価
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、
決
算
時
に
計
算
し
た
　
一　
必
ず
平
成
二
十
年

一
月
中
に
税
務
署
に
相
談
し
て
い

の
で
、
入
力
や
記
帳
に
当
た
っ
て
は
必
ず
摘
要

（何
を
　
一　
ま
す
。

一　
く
よ
う
お
願
い
致
し
ま
す
。
所
得
税
及
び
消
費
税
の
申



艤
提
出
用
の
確
定
申
告
書
等
は
ポ
ー
ル
ペ
ン
を
使
用

提
出
用
の
確
定
申
告
書
等
の
記
入
に
あ
た
り
鉛
筆

で
記
入
さ
れ
て
い
る
会
員
が
見
受
け
ら
れ
ま
す
。
鉛
筆

で
書
か
れ
た
確
定
申
告
書
等
は
税
務
署
に
提
出
で
き

ま
せ
ん
の
で
、
必
ず
ボ
ー
ル
ペ
ン
等
を
使
用
す
る
よ
う

お
願
い
致
し
ま
す
。

議
所
得
税
の
期
限
後
申
告

期
限
後
申
告

（平
成
二
九
年
分
は
平
成
二
十
年
二
月

十
六
日
以
後
）
を
す
る
場
合
に
は
青
色
申
告
特
別
控
除

六
五
万
円
な
ど
が
で
き
な
く
な
り
ま
す
の
で
、
確
定
申

告
書
は
必
ず
申
告
期
限
内
に
ご
提
出
い
た
だ
き
ま
す

よ
う
お
願
い
致
し
ま
す
。

磯
更
正
の
請
求

平
成
二
人
年
分
の
所
得
税
の
確
定
申
告
書
を
提
出

し
た
後
に
、
平
成
二
九
年
二
月
十
六
日
以
後
に
次
の
よ

う
な
事
由
が
あ
つ
た
場
合
に
は
そ
の
確
定
申
告
書
の

提
出
期
限
か
ら
五
年
以
内
に
限
り
、
更
正
の
請
求
を
し

て
そ
の
確
定
申
告
書
を
訂
正
し
、
税
額
の
還
付
を
受
け

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

（１
）
申
告
書
を
提
出
し
た
会
員
に
扶
養
し
て
い
る
子

や
親
な
ど
の
家
族
や
配
偶
者

（他
の
申
告
者
の
扶
養
親

族
に
な
つ
て
い
る
者
、
合
計
所
得
金
額
が
二
人
万
円
超

で
あ
る
者
、
青
色
事
業
専
従
者
に
該
当
す
る
も
の
で
給

与
の
支
払
い
を
受
け
て
い
る
者
、
事
業
専
従
者
に
該
当

す
る
者
を
除
く
。）
に
つ
い
て
扶
養
控
除
、
配
偶
者
控

除
、
配
偶
者
特
別
控
除
を
し
て
い
な
か
っ
た
。

（２
）
自
分
が
寡
婦

（夫
に
死
に
別
れ
た
女
性
）
あ
る

い
は
寡
夫
に
該
当
す
る
の
に
寡
婦

（寡
夫
）
控
除
を
し

て
い
な
か
っ
た

（３
）
国
民
年
金
や
国
民
年
金
基
金
、
国
民
健
康
保
険

料
、
労
働
保
険
料
な
ど
の
社
会
保
険
料
の
支
払
い
が
あ

っ
た
の
に
社
会
保
険
料
控
除
を
し
て
い
な
か
つ
た
。

（４
）
減
価
償
却
費
の
計
算
を
し
て
い
な
か
っ
た
。
あ

る
い
は
実
際
よ
り
少
な
く
計
算
し
て
い
た
。

（５
）
平
成
二
人
年
分
の
必
要
経
費
に
算
入
す
べ
き
消

費
税
額
、
個
人
事
業
税
額
、
固
定
資
産
税
額
を
必
要
経

費
に
算
入
し
て
い
な
か
つ
た
。

（６
）
平
成
二
人
年
分
の
所
得
金
額
や
納
付
す
べ
き
税

額
に
つ
い
て
計
算
間
違
い
を
し
て
い
た
。

濃
修
正
申
告

所
得
税
の
確
定
申
告
書
を
提
出
し
た
後
に
、
平
成
二

九
年
二
月
十
六
日
以
後
に
次
の
よ
う
な
事
由
が
あ
つ

た
場
合
に
は
そ
の
申
告
に
つ
い
て
更
正

（税
務
調
査
な

ど
）
を
受
け
る
ま
で
は
、
申
告
し
た
所
得
金
額
や
税
額

等
を
訂
正
す
る
た
め
に
修
正
申
告
書
を
提
出
す
る
こ

と
が
で
き
ま
す
。
修
正
申
告
を
し
た
場
合
に
は
、
先
の

申
告
が
誤
っ
た
こ
と
に
つ
い
て
正
当
な
理
由
の
な
い

限
り
過
少
申
告
加
算
税
が
賦
課
さ
れ
ま
す
が
、
そ
の
修

正
申
告
書
が
税
務
署
の
調
査
に
よ
っ
て
更
正
を
受
け

る
こ
と
を
予
知
し
て
さ
れ
た
も
の
で
な
い
と
き
は
過

少
申
告
加
算
税
は
賦
課
さ
れ
ま
せ
ん
。
（延
滞
税
は
課

税
さ
れ
ま
す
。
）

（１
）
配
偶
者
控
除
、
扶
養
控
除
を
受
け
て
い
た
家
族

の
そ
の
年
分
の
合
計
所
得
金
額
が
二
人
万
円
を
超
え

る
こ
と
が
わ
か
っ
た
場
△
％

（２
）
売
上
代
金
の
集
金
が
済
ん
で
い
な
い
あ
る
い
は

日
座
へ
の
振
り
込
み
が
な
い
た
め
、
そ
の
年
分
の
そ
の

未
収
の
売
上
金
額
を
収
入
金
額
に
計
上
し
て
い
な
か

っ
た
。
（３
）
生
命
保
険
契
約
、
損
害
保
険
契
約
が
満
期
に
な

っ
た
た
め
、
満
期
返
戻
金
の
支
払
い
を
受
け
た
こ
と
に

よ
り

一
時
所
得
の
金
額
が
生
じ
た
が
、
な
ん
の
処
理
も

し
て
い
な
か
っ
た
。

（４
）
一
六
歳
未
満
の
扶
養
親
族
を
控
除
対
象
扶
養
親

族
と
し
て
扶
養
控
除
を
受
け
て
い
た
。

（５
）
そ
の
年
分
の
仕
入
高
、
各
経
費
科
目
や
減
価
償

却
費
を
過
大
に
計
算
し
て
い
た
。

以
上
の
こ
と
に
ご
注
意
い
た
だ
き
、
来
年
も
よ
り
正

確
な
確
定
申
告
を
し
て
い
た
だ
き
ま
す
よ
う
お
願
い

致
し
ま
す
。

《医療費控除の改正》

医療費控除またはセルフメディケーション税制 (特定一般用医薬

品等購入費を支払つた場合の特例)の摘要を受ける場合は、平成 2
8年分までは医療費や医薬品購入費の領収書を所得税の確定申告
書に添付又は提示する必要があつたのですカミ平成29年分から医
療費や医薬品購入の領収書を所得税の確定申告書に添付又は提示

に代えて、医療費の明細書 (医薬品等購入費の明細書)又は医療保
険者等の医療費通知書を確定申告書に添付し提出することとなり

ます。なお、医療費や医薬品購入費の領収書は、確定申告期限から

5年間、税務署長の求めがあったときはこれらを提示または提出し
なければなりません。ただし、平成29年分から平成31年分まで
の確定申告については、今までの方法でも可能です。

国税庁経験者採用試験 (国税調査官級)のお知らせ

′′′σ0 0ノ ん  Sρ θο′aノ ′s=
～公平なZのψを自る、志～

適正 :公平な課税の実現を、我々と一緒に目指して
みませんか。
人事院では 30歳以上の社会人経験者を対象とした「 国税庁経験者採用試験
(国税圏査官級)」 を実施しています。

試験の概要については下記のとおりで■

な晟 採用後は 税務大学校において約3か月の研棒を受けた後t各国税局 (国
・   税事務所)管内の税務署に配目され 国税調査官又は国税徴収官に圧用されます。

興味のある方は、

ください.

記

◇ 試 験 概 要 平成 29年度の試験機霊については、平成 29年 7月願に官報公告及び口税庁

◇ 問 合 せ先 東京国税局総務部人事第二継 係 OL a3-3贅 2-2111 内鑢 2163)

(参者 :平成28年度の実施状況】
◇ 最終合格者数 (全国):223名
◇ 受験資格 平成 28年 4月 18において、大学害を卒業した日又は大学院の課程等を修了

した日のうち最も古い日から起算して8年を経過した者
◇ 試験日程
ll)受験申込受付期間  8月中旬
i21試 験 実 施 期 間  9月 から 12月
13)最 築 8格 発 表  12月 下旬
◇ 求める人材
[)公務に対する強い関心と、全体の車仕者として働く熱意を有する者
{21 課饉を解決できる論理的な思者力、判断力及び表現力を有する者
(31 大学卒業後、民間企業、官公庁等において正社員・正鳳員として従事した鷹務経験が平成
28年 7月 18現在で通舞8年以上となる者であって、これらの自務経験を通して体得した
効率的かつ機動的な業養遂行の手法その他の知凛及び籠力を有するもの
四 採用後の研修又は口務経臓を通してその知臓及び籠力の向上が見込まれる資質を有する者

① 法人等の財務、経理又は税務に関する事務
② 金融機885における貸付け又は資金運用等にBEする日務
③ 税理士・公認会計士等の業務の薇助の囃務
④ 官公場における国税又は地方税に38する事務
⑤ 
「
パスポートや英語検定1級など、電子商取3Ю国際取31の税務調査において有用な資
格等
⑥ 法人等における営業等、館人折衝を必要とする日務


